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撮影　編集部

画　落合民生氏

27

日の出：松島湾（宮城県）

厚生労働省後援・日刊工業新聞社協賛の技能競技大会は、
下記のとおりとなりましたので、お知らせいたします。
奮ってご参加ください。

◆申込み先　公益社団法人 ボイラ・クレーン安全協会 教育部
                    TEL 03-3684-5551（直通） URL http://www.bcsa.or.jp
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開催予定
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22 城東
30 多摩

平成27年　JIS溶接技能者評価試験・各種講習会予定表

※上記日程は予告なしで変更する場合がありますので受験日等は、お電話でご確認のうえお申し込みください。
※職業能力開発センター（城東）試験場の場合、新規受験と受験科目の制限がありますので必ず当協会に確認をしてください。
◎窓口受付時間　午前 9時から午後 5時　　◎休業日　土曜日・日曜日・祝日

荒　川　輝　雄事務局長 佐　藤　隆　三検 査 長

前　田　　豊会　　長

第46回クレーン運転及び玉掛け技能競技大会の開催第46回クレーン運転及び玉掛け技能競技大会の開催
（写真は第45回全国大会風景）

●開 催 期 日　平成27年5月22日（金）
●開 催 場 所　公益社団法人 ボイラ・クレーン安全協会
　　 　 　 　　福島事務所
　　 　 　 　　〒963-0547　郡山市喜久田町卸3-39
●申込締切日　平成27年4月17日（金）

定期自主検査者安全教育を受けてステッカーを貼ろう定期自主検査者安全教育を受けてステッカーを貼ろう
定期自主検査を行うためには、クレーン等の点検に関する充分

な知識が必要です。
この定期自主検査を行うに必要な知識等を付与するために、

当協会の各事務所では、厚生労働大臣が定めた定期自主検査指
針に沿い、厚生労働省労働基準局長が定めたカリキュラムに基づ
く天井クレーンおよび移動式クレーンの定期自主検査者安全教育
を行っております。
また、当協会の行った上記教育を修了された方には、クレーン

等の定期自主検査を実施したときに貼付するステッカーを販売し
ていますのでご活用ください。

定価200円（税込）



一
般
社
団
法
人
東
京
都
溶
接
協
会
（
横
田

文
雄
会
長
）
の
第
五
十
五
回
溶
接
技
術
競
技

会
は
平
成
二
十
七
年
三
月
十
四
日
（
土
）
に

開
催
す
る
こ
と
が
決
定
し
た
。
競
技
課
題
は

全
国
溶
接
競
技
大
会
の
課
題
が
次
回
か
ら
変

更
さ
れ
る
の
に
伴
い
、
本
大
会
も
全
国
大
会

と
同
じ
課
題
で
行
う
。

手
溶
接
部
門
と
半
自
動
溶
接
部
門
の
総
合

優
勝
者
は
平
成
二
十
七
年
十
月
大
阪
府
摂
津

市
の
ポ
リ
テ
ク
セ
ン
タ
ー
関
西
で
開
催
さ
れ

 第52巻第1号　（第3種郵便物認可） 2015年（平成27年）1月 1日発行  第52巻第1号　（第3種郵便物認可） 2015年（平成27年）1月 1日発行

謹
賀
新
年  

み
ん
な
で
築
こ
う

　安
全
と
健
康

労務管理手続き及び関連法改正スケジュール労務管理手続き及び関連法改正スケジュール

１
日
▽
元
日
　
年
賀
　
初
詣

２
日
▽
初
荷
　
初
夢
　
書
初
め

皇
居
一
般
参
賀

５
日
▽
官
庁
御
用
始
め

初
水
天
宮

６
日
▽
溶
接
界
賀
詞
交
歓
会

東
京
プ
リ
ン
ス
Ｈ

小
寒

東
京
消
防
出
初
式

高
崎
だ
る
ま
市

７
日
▽
七
草

福
岡
太
宰
府
天
満
宮
う
そ
替
え

８
日
▽
初
薬
師

学
校
始
業

東
京
鳥
越
神
社
と
ん
ど
焼

９
日
▽
京
都
西
本
願
寺
執
恩
講（
〜
16
日
）

宵
え
び
す

10
日
▽
１
１
０
番
の
日

十
日
え
び
す

11
日
▽
鏡
開
き
　
蔵
開
き

12
日
▽
成
人
の
日

14
日
▽
仙
台
ど
ん
と
祭

15
日
▽
小
正
月

小
豆
が
ゆ

16
日
▽
や
ぶ
入
り

真
宗
本
派
親
鸞
聖
人
忌

17
日
▽
防
災
と
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
の
日

18
日
▽
初
観
音

20
日
▽
大
寒

21
日
▽
初
大
師

23
日
▼
ボ
イ
ラ
ー
溶
接
士
溶
接

技
能
競
技
全
国
大
会

24
日
▽
東
京
巣
鴨
と
げ
ぬ
き
地
蔵
尊
大
祭

初
地
蔵

25
日
▽
初
天
神

東
京
亀
戸
天
神
う
そ
替
え

26
日
▽
文
化
財
防
火
デ
ー

27
日
▽
国
旗
制
定
記
念
日

※

行
事・祭
は
変
更
に
な
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。
事
前
に
関

係
諸
団
体
に
ご
確
認
下
さ
い
。

る
第
六
十
一
回
全
国
溶
接
技
術
競
技
大
会
に

東
京
都
代
表
の
出
場
権
を
得
る
。

●
競
技
課
題

両
部
門
と
も
薄
板
（4.5

㎜
）
横
向
き
Ｉ
形

突
合
せ
継
手
裏
当
て
金
な
し
、
中
板
（9.0

㎜
）
立
向
き
Ⅴ
形
突
合
せ
継
手
裏
当
て
金
な

し
。

●
競
技
方
法

①
競
技
時
間
は
両
部
門
と
も
55
分
以
内
で
、

練
習
、
仮
付
け
、
清
掃
を
含
む
。

②
薄
板
の
最
終
層
は
１
パ
ス
と
す

る
。

中
板
は
、
ス
カ
ラ
ッ
プ
付
邪
魔

板
を
固
定
具
で
、
溶
接
線
の
中
央

部
に
取
付
け
た
状
態
で
溶
接
す

る
。
な
お
、
溶
接
方
向
は
上
進
の

み
と
す
る
。

●
審
査
項
目

①
外
観
試
験

②
放
射
線
透
過
試
験

③
曲
げ
試
験

④
不
安
全
状
態
及
び
不
安
全
行
為

⑤
違
反
行
為

本
大
会
の
申
込
み
と
参
加
資
料

の
請
求
は
左
記
事
務
局
ま
で
。

「
参
加
選
手
募
集
中
で
す
」

「
参
加
選
手
募
集
中
で
す
」

平成27年1月以後の労務管理に関する諸手続きと、主な法改正の時期及び概略は次のとおり。
健康保険および介護保険の料率は組合ごと（きょうかい健保は地域毎）に設定されるので、改正の有無および時期については、
組合からの通知をご確認ください。

時期

１月

＜労務管理手続き・法改正スケジュール＞

２月

３月

４月

６月

７月

９月

8月

10月

11月

12月

管轄・手続き・提出先等概　　　要

給与所得の源泉徴収票等の
法定調書合計票

給与所得の源泉徴収票交付

最低賃金適用報告

高額療養費の限度額変更

粉塵作業従事者の健康管理実施報告

労働保険料の年度更新

地方税額変更

改正パートタイム労働法の施行

社会保険算定基礎届

厚生年金保険料率変更

雇用保険給付日額の見直し

最低賃金額改定

労働保険料第 2期納付

労働保険料第 3期納付

年度末退職者の退職金源泉徴収及び
支払い報告

労働者派遣事業報告
及び登録更新手続

労働保険概算確定保険料の申告納付
（6月1日～ 7月10日）

算定基礎届を反映した、
標準報酬月額の変更

給与や報酬、使用料等の支払いに
ついて、支払い調書を交付したも
のの内訳および合計を所定用紙で

報告

地方税算出の基礎となる
年間所得の報告

年末調整結果の通知

所定用紙で対象業務に従事する労
働者の健康管理状況について報告

高額療養費の自己負担限度額の
区分が、4区分に変更

退職所得に関する申告書も
併せて作成して保管

最低賃金除外対象者を雇用してい
る事業所に報告書が送付される。
所定用紙に必要事項を記入

前年度に支払った賃金を集計し、
確定保険料を算出し、当年度の
概算保険料を算出し納付。

有期雇用のパートタイム労働者で
あっても、正規雇用者と同様な
扱いを受けている場合の差別禁止

所定用紙で前年度の派遣事業実績
及び、6月1日時点での現況を報告
なお、事業年度終了時にも報告義
務があり、これと併せて、年度内
に2度報告書を提出。

前年所得から算出された
税額への変更

前年度に支払った賃金を元に
算出した労働保険料申告書を提出

４月から６月に支払われた賃金を
平均して、当年9月より

適用される標準報酬月額を算出

失業等給付、雇用継続給付の
基礎となる日額の上限見直し

17.474％から17.828％に増加。
現行法では、平成29年まで、
毎年0.354％づつ上昇する予定。

上記厚生年金保険料率の変更に
加えて、適宜等級の変更が実施

各都道府県別、産業別に
設定される最低賃金の見直し

分割した保険料の納付

分割した保険料の納付

1月31日までに、管轄税務署

2月2日までに各市区町村

給与所得者に交付

管轄の労働基準監督署

管轄の労働基準監督署

健康保険組合

管轄税務署

公共職業安定所

都道府県労働局

給与計算時

労働基準監督署または
労働保険事務組合

労働基準監督署または
労働保険事務組合

4月1日施行
労働基準監督署

年金事務所・健保組合・
厚生年金基金等

左記料率で算出した保険料を、
事業主・被保険者で折半。

保険料は、原則として翌月引き去りと
なるため、10月給与より控除額変更

該当者の給与額の見直し。改定日は
都道府県毎に異なるので要注意。

労働基準監督署または
労働保険事務組合
労働基準監督署または
労働保険事務組合

給与支払報告の提出

事　　　　項

全
国
溶
接
競
技
大
会
を
目
指
し
て
出
場
し
て
み
ま
せ
ん
か
！

火花を散らし健闘する選手たち（昨年の競技風景より）
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平成27年1月以後の労務管理に関する諸手続きと、主な法改正の時期及び概略は次のとおり。
健康保険および介護保険の料率は組合ごと（きょうかい健保は地域毎）に設定されるので、改正の有無および時期については、
組合からの通知をご確認ください。

時期

１月

＜労務管理手続き・法改正スケジュール＞

２月

３月

４月

６月

７月

９月

8月

10月

11月

12月

管轄・手続き・提出先等概　　　要

給与所得の源泉徴収票等の
法定調書合計票

給与所得の源泉徴収票交付

最低賃金適用報告

高額療養費の限度額変更

粉塵作業従事者の健康管理実施報告

労働保険料の年度更新

地方税額変更

改正パートタイム労働法の施行

社会保険算定基礎届

厚生年金保険料率変更

雇用保険給付日額の見直し

最低賃金額改定

労働保険料第 2期納付

労働保険料第 3期納付

年度末退職者の退職金源泉徴収及び
支払い報告

労働者派遣事業報告
及び登録更新手続

労働保険概算確定保険料の申告納付
（6月1日～ 7月10日）

算定基礎届を反映した、
標準報酬月額の変更

給与や報酬、使用料等の支払いに
ついて、支払い調書を交付したも
のの内訳および合計を所定用紙で

報告

地方税算出の基礎となる
年間所得の報告

年末調整結果の通知

所定用紙で対象業務に従事する労
働者の健康管理状況について報告

高額療養費の自己負担限度額の
区分が、4区分に変更

退職所得に関する申告書も
併せて作成して保管

最低賃金除外対象者を雇用してい
る事業所に報告書が送付される。
所定用紙に必要事項を記入

前年度に支払った賃金を集計し、
確定保険料を算出し、当年度の
概算保険料を算出し納付。

有期雇用のパートタイム労働者で
あっても、正規雇用者と同様な
扱いを受けている場合の差別禁止

所定用紙で前年度の派遣事業実績
及び、6月1日時点での現況を報告
なお、事業年度終了時にも報告義
務があり、これと併せて、年度内
に2度報告書を提出。

前年所得から算出された
税額への変更

前年度に支払った賃金を元に
算出した労働保険料申告書を提出

４月から６月に支払われた賃金を
平均して、当年9月より

適用される標準報酬月額を算出

失業等給付、雇用継続給付の
基礎となる日額の上限見直し

17.474％から17.828％に増加。
現行法では、平成29年まで、
毎年0.354％づつ上昇する予定。

上記厚生年金保険料率の変更に
加えて、適宜等級の変更が実施

各都道府県別、産業別に
設定される最低賃金の見直し

分割した保険料の納付

分割した保険料の納付

1月31日までに、管轄税務署

2月2日までに各市区町村

給与所得者に交付

管轄の労働基準監督署

管轄の労働基準監督署

健康保険組合

管轄税務署

公共職業安定所

都道府県労働局

給与計算時

労働基準監督署または
労働保険事務組合

労働基準監督署または
労働保険事務組合

4月1日施行
労働基準監督署

年金事務所・健保組合・
厚生年金基金等

左記料率で算出した保険料を、
事業主・被保険者で折半。

保険料は、原則として翌月引き去りと
なるため、10月給与より控除額変更

該当者の給与額の見直し。改定日は
都道府県毎に異なるので要注意。

労働基準監督署または
労働保険事務組合
労働基準監督署または
労働保険事務組合

給与支払報告の提出
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火花を散らし健闘する選手たち（昨年の競技風景より）
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画　落合民生氏

27

日の出：松島湾（宮城県）

厚生労働省後援・日刊工業新聞社協賛の技能競技大会は、
下記のとおりとなりましたので、お知らせいたします。
奮ってご参加ください。

◆申込み先　公益社団法人 ボイラ・クレーン安全協会 教育部
                    TEL 03-3684-5551（直通） URL http://www.bcsa.or.jp

7・8

15・16

3 14 2 28 29 1

17・18

24・25・26 26・27・28

7・8・9・10

20・21・22

21・22・23 15・16・17 17・18・19

21・22 16・17 8・9 27・28 15・16

7・8 4・19 9・10

21 城東 1 多摩 14 城東

6・7

9 8

4・5 1・2

開催予定

24・25

5・6 3・4 7・8 5・6

22 城東
30 多摩

平成27年　JIS溶接技能者評価試験・各種講習会予定表

※上記日程は予告なしで変更する場合がありますので受験日等は、お電話でご確認のうえお申し込みください。
※職業能力開発センター（城東）試験場の場合、新規受験と受験科目の制限がありますので必ず当協会に確認をしてください。
◎窓口受付時間　午前 9時から午後 5時　　◎休業日　土曜日・日曜日・祝日

荒　川　輝　雄事務局長 佐　藤　隆　三検 査 長

前　田　　豊会　　長

第46回クレーン運転及び玉掛け技能競技大会の開催第46回クレーン運転及び玉掛け技能競技大会の開催
（写真は第45回全国大会風景）

●開 催 期 日　平成27年5月22日（金）
●開 催 場 所　公益社団法人 ボイラ・クレーン安全協会
　　 　 　 　　福島事務所
　　 　 　 　　〒963-0547　郡山市喜久田町卸3-39
●申込締切日　平成27年4月17日（金）

定期自主検査者安全教育を受けてステッカーを貼ろう定期自主検査者安全教育を受けてステッカーを貼ろう
定期自主検査を行うためには、クレーン等の点検に関する充分

な知識が必要です。
この定期自主検査を行うに必要な知識等を付与するために、

当協会の各事務所では、厚生労働大臣が定めた定期自主検査指
針に沿い、厚生労働省労働基準局長が定めたカリキュラムに基づ
く天井クレーンおよび移動式クレーンの定期自主検査者安全教育
を行っております。
また、当協会の行った上記教育を修了された方には、クレーン

等の定期自主検査を実施したときに貼付するステッカーを販売し
ていますのでご活用ください。

定価200円（税込）


